























では中立の監査役はない。監査役会は労資代表だけの同数偶数構成。議事が 1 回の採決で決まらない時には 2 回目採決が












と労働代表が 2 対 1 の割合で構成することになっていた（この点が現在の「三分の一参加法」（DrittelbG., 
2004）として独立法となった。現行の「事業所組織法」（BetrVG., 1972）にはこの件の規定はない）。これは，労資の
対等・同等の共同決定を目指す DGB にとっては，大きな後退を意味するものであって，一般




年 3 月 12 日）以降についてドイツ連邦議会における審議，そして成立までの期間に限定して，テ




ちなみに「共同決定法」は，制定過程上出発点になった DGB の構想公表が 1964 年 4 月 15
日，それを大いに推敲して DGB の法律案原案として公表されたのが（前記のように）1968 年 3 月
12 日，それに基づきドイツ連邦政府の法案として完成したのが 1974 年 2 月 20 日，その法案が































ある従業員だけではなく，“当該事業所に組合員がいる労働組合”（die im Betrieb vertretenen 
Gewerkschaften）もそれをすることができる（BetrVG., 1972, §14-(3)）。また，こうした労働組合では，当










「共同決定法」は，前記のように，1976 年 5 月 4 日付けで成立している。法案原案の連邦議
会における審議過程を中心にしたところの，（DGB 原案公表の）1968 年から 1976 年に至る期間は，








うべき東大紛争が，その年の入学試験は中止という形にしろ，とにかく終結したのは 1969 年 1
月であった。
世界的に大きく注目されたのは，フランス・パリで学生たちがカルチェ・ラタンを占拠した
事件であったが，その闘争行為が頂点に達したのは，1968 年 5 月のことであった。フランスで















当時の西ドイツの政治情勢について一瞥すると，1969 年 9 月 28 日の連邦議会議員選挙に基
づき SPD（Sozialdemokratische Partei Deutschlands：ドイツ社会民主党；本稿では SPD と表記する）と FDP（Freie 
Demokratische Partei：自由民主党；本稿では FDP と表記する）との連立政府が成立し，SPD のブラントが








代中ごろ以降では，広く社会的にそれを肯定する動き（eine bereite gesellschaftliche Bejahung）がみら
れた。…共同決定は，当時すでに，時の流行語（ein Modbegriff der Zeit）になっていた」と述べて
いる（Testorf, 2017, S.265-266：カッコ内は大橋のもの，以下同様）。
ただし連邦政府は，DGB の支援関係にある左派的な SPD と，自由主義を標榜する FDP との
連立であったから，共同決定政策でも，結局，FDP の考えや態度がキーポイントになるもので
あった。次に主としてこの点について取り上げる。ちなみに，SPD と FDP との連立関係は，一
般には，“社会自由連立”（sozialliberale Koalition）とよばれた。
（2）FDPなどの態度
SPD と FDP との連立協議において，当然のことながら，共同決定法案の取り扱いの問題が
論議された。そこで FDP 側からは，次の 2 点が提起された。その第 1 は，社会的少数派とい
われるもの，すなわち企業では端的には職員職被用者（Angestellte）の権利擁護に資するものとす
ることであった。第 2 は，最終上程法案作成にあたっては，SPD・FDP 連立政府で設けられる
はずの政府委員会（Regierungskommission）の検討結果に沿ったものとすることであった。
これに対する SPD 側の態度についてみると，例えば 1969 年 9 月 1 日の SPD 労働組合協議会
（Gewerkschaftsrat）の議事録によると，SPD 側では，共同決定法の問題では，FDP の合意を得る
ために，特段の譲歩はできないとする見解もあれば，FDP とはまだ協議中であるから，この時
点でこれを FDP 側の最終的見解とする必要はない。そのようなことをすれば，少なくとも FDP










ちなみに，資本側の代表といっていいドイツ雇用者団体連合（Bundesvereinigung der deutschen 
Arbeitgeberverbände：ドイツ雇用者団体連合；本稿では BDA と表記する）の当時の代表，フリードリヒ（Otto 




FDP に 戻 る と，1971 年 9 月 に 同 党 の 中 央 執 行 委 員 会 と い う べ き 連 邦 中 央 委 員 会
（Bundeshauptausschuss）において FDP 原案を作成すべく会議が開催された。そこにおいて，例え










出資者側＝6，一般被用者側＝4，上級管理職員側＝2 に変えている（Testorf, 2017, S.274）。
テストーフによると，当時の FDP 議員には社会政策に精通したものがなく，「結局，FDP の








であった。その結果は 1970 年 1 月に公表された。ビーデンコップ委員会報告書といわれるもの
である。調査は，1951 年の「モンタン共同決定法」と 1952 年の旧「事業所組織法」の適用企











































ない。従って同委員会としては，監査役数は，基本を 12 名とし，そのうち 6 名は出資者代表，
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表 40%，被用者代表 40%，取締役代表 20% で構成されるのが望ましいという見解であった（Testorf, 
2017, S.308）。DGB では，これでは労資対等制にはならないとして，もとより反対であったが，DGB
との意見の遣り取りはあった。
そうした中，1971 年 1 月 25～27 日，デュッセルドルフで開催された CDU の党大会で，ド




もっとも CDU／CSU の中でも，CSU はどちらかといえば，共同決定に反対であった。また，
CDU の 1973 年ハンブルク党大会で提出された「共同決定法案」は，確かにアメリカ取締役会
制度方式の色彩の濃いものであった（Testorf, 2017, S.309）。DGB としては，そうしたものは真の労資
共同決定制にならないどころか，ヨーロッパの他の国の労働組合もそれを支持することがない
ものであろうと提議していた。





長の選出では監査役全員の 3 分の 2 以上の賛成を必要とする。ただしこれで決まらない場合は
株主総会で決定する，という案が提出されたりした（Testorf, 2017, S.310-311）。








まずドイツ連邦政府では，SPD と FDP との協議が進み，1974 年 2 月 20 日には政府原案がで




この政府原案では，監査役の労資同数制は堅持されていた。ちなみにそれが 10 名対 10 名の
場合，被用者代表監査役は，従業員代表が 7 名，労働組合代表が 3 名とされ，従業員代表が相
対的に多いものとなっていた。ただしその中には上級管理職員 1 名が必ず含まれるものであっ







いは，FDP の強い好意的立場もあり，難題とみられていた。しかし 1974 年 3 月 4 日ドイツ連
邦労働裁判所（Bundesarbeitsgericht：BAG）において，上級管理職員について，「事業所組織法」第


















こうしたこともあり，DGB では，例えば GdED（Gewerkschaft der Eisenbahner Deutschlands：ドイツ
鉄道員労働組合；本稿では GdED と表記する）の委員長，ザイベルト（Philipp Seibert）のように，「共同決
定法」審議では，後に必要となるかもしれない修正（Korrekture）を考え，弾力的な（elastisch）態
度をとることが肝要と主張するものがあった。
しかしその一方，IG Metall（Industriegewerkschaft Metall für die Bundesrepublik Deutschland：ドイツ連邦




こうした中，「共同決定法」案は，1974 年 10 月 16 日付けで，連邦議会の“労働・社会秩序





ところが同年 7 月以降において，DGB にとって思わぬことに，政府から「共同決定法」案の
合憲性について検証すること（Gutachten）を依頼されていたライザー（Thomas Raiser）とシュルツ
（Rupert Schulz）との 2 人の法律専門家により，「共同決定法」の主旨は基本的にドイツ連邦基本
法（GG.）の“結社の自由”（Koalitionsfreiheit：GG., §9-(3)）と“私有財産権保障”（Eigentumsschutz：GG., §14）の





















第 2 は，DGB の考え方や立場を広く一般に広報することであった。当時はやはり，マスコミ
などにより“共同決定法違憲論”が広く流布され，議会における審議過程にも影響しかねない




（Mitbestimmungspropaganda）といわれるが，総額 27 万 DM に達したといわれる（Testorf, 2017, S.390）。
こうした経緯の上に，1975 年 12 月初頭，連邦議会では与党である SPD と FDP との間で最
終的協議が行われた。当時の連邦首相，シュミットは BDI 首脳との会談で，「共同決定法」は
成立する見通しである。しかしそれは，“労資対等共同決定”（paritätische Mitbestimmung）といえる
ようなものではない，と語っていたといわれる（BDI：Bundesverband der deutschen Industrie：ドイツ産
業連盟（日本の“経団連”に相当のもの）；本稿では BDI と表記する）（Testorf, 2017, S.405）。
さらに 1976 年 3 月初頭，シュミットは「共同決定法」は順調に進んでいる。問題は何もない
と述べているが，テストーフによると，「長期にわたって行われてきた政党間協議の後，1 つの解
決案がようやく生まれた」。これに基づき，同年 4 月 29 日に第 2 読会が行われた（Testorf, 2017, S.414）。
第 2 読会は，野党である CDU／CSU の主張を聞くことを中心に行われた。第 3 読会では，
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まとめとして，アーレントが演説した。その後本会議で記名投票による採決が行われ，賛成
391，反対 22，保留 1，で可決された。反対の多くは CDU／CSU 議員であったが，SPD でも
反対 1 名があった（Testorf, 2017, S.416）。成立は 1976 年 5 月 4 日付けである。その後直近では 2015
年 4 月 24 日付けで同法第 7 条に改正があった。
Ⅲ. あとがき
以上においてみられるように，「共同決定法」はかなり難産であった。構想提起から法案成立
まで 10 年以上の時間がかかっている。その上，労働法の専門家，エヴァ（Lohse Eva）によると，
同法違憲論は，現在でもくすぶっている（Eva, 1995, S.70）。この難産であった点についてテストーフ




テストーフによると，すなわちこの問題は，SPD にとっては，初期には CDU／CSU との連
立，後期には FDP との連立の問題がくびきとなったものであるが，その際「SPD は，常に現
実的（realistisch）に動いたのである。支援者である DGB も政治的事情や可能性をよく知ってい
るはずとして，少なくとも SPD 幹部は常に，例えば（「共同決定法」原案の構想がまとまり，政府原案作
成の開始の時であった）1966 年初頭でも，（SPD と FDP とで最終的協議が行われた）1975 年の年末の時期に
おいても，SPD が主流を占めるドイツ連邦政府が，DGB の要請に対し渾身の努力を注ぐよう
に働きかけることは，決してなかった」。



















































問題である旨の発言がなされている。これとは別に，労働組合側でも，例えば IG Metall の委






































































財団の研究者，ヴィトルス（Kartin Vitols）の 2011 年の著『持続的発展性：企業の責任：共同決
定』（Vitols, 2011）に依拠して考察しておきたい。
（4）企業の社会的責任―持続的発展の原理
ヴィトルスは，同書の本文冒頭において「企業の社会的責任（gesellschaftliche Verantwortung von 





リティは，次の 3 本の柱，すなわち社会的（sozial），経済的（ökonomisch），生態的（ökologisch）の 3
次元があるもの，つまり，通常，“トリプル・ボトム・ライン”（triple bottom line）とよばれるも







業所協議会の任務（Aufgaben）として 10 項目が挙げられている同法第 80 条では，その 1 つの事
項として「労働災害の防止（Arbeitsschutz）と事業所関連環境の保持（betrieblicher Umweltschutz）」が
掲げられている（BetrVG., 1972, §80-(1)-(9)）。




















いてみると，例えば DGB では，すでに 1972 年に環境問題取り組みの指針（Leitsätze）を定めて






を優先させるものである」（zitiert in Vitols, 2011, S.70）。
ここには，サスティナビリティが基本的行動基準であることが宣せられている。ちなみに，
いわゆる「企業の社会的責任」（corporate social responsibility）については，これを「企業のサスティ
ナビリティ・責任」（corporate sustainability and responsibility）に変える必要があるという主張が，近
年，ケンブリッジ大学のヴィッサー（Wayne Visser）を主唱者として強く提起されている（Lund=Durlacher 











AktienG. (1965), Aktiengesetz, 1965.
Askildsen, J. E., Uwe, J. and Smith, S. (2006), Works councils and environmental investment: theory and 
evidence from German Panel Data, Journal of Economic Behavior and Organization, vol.60, pp.346-
372.
BetrRG. (1920), Betriebsrätegesetz, 1920.
BetrVG. (1972), Betriebsverfassungsgesetz, 1972 (Nachfolger vom abgehobenen Betriebsverfassungsgesetz 
1952).
DrittelbG. (2004), Gesetz über die Drittelbeteiligung der Arbeitnehmer im Aufsichtsrat, 2004.
Eva, L. (1995), Grenzen gesetzlicher Mitbestimmung, eine Untersuchung neuerer Tendenzen mit der 
Rechtsprechung zur Mitbestimmung in Arbeitszeitfragen, Baden-Württemberg: Centaurus Verlag.
Gennert, T. (2017), Kein Verstoß, EuGH zu deutscher Mitbestimmung, Legal Tribune Online, abgerufen 
am 9. Dezember 2019, aus: https://www.lto.de/recht/hintergruende/h/eugh-urteil-c566-15-
arbeitnehmer-aufsichtsrat-mitbestimmung-freizuegigkeit/
GG. (1949), Grundgesetz, 1949.
Hefermehl, W. (1998), Einführung, in: Aktiengesetz・GmbH-Gesetz, mit Umwandlungsgesetz, 
Publizitätsgesetz, Mitbestimmungsgesetzen: Textausgabe mit ausführlichem Sachregister und einer 
Einführung von Universitätsprofessor Dr. iur. Dr. h. c. Wolfgang Hefermehel, 30. überarbeitete 
Auflage, München: Deutscher Taschenbuch Verlag.
Kenndy, D. (2001), A semiotic of critic, Cardozo Law Review, vol.22, pp.1147-1189.
Loderer, E. (1982), Montanmitbestimmung ― ihre Möglichkeit und ihre Grenzen ― Erfahrungen der IG 
Metall, Unternehmensmitbestimmung im Montanbereich, 1982/10, S.611-617.
Lund=Durlacher, D., Dinica, V., Reiser, D. and Fifka, M. S. (2019)(eds.), Corporate Sustainability and 
Responsibility in Tourism: A Transformative Concept, Cham: Springer.
MitbestG. (1976), Gesetz über die Mitbestimmung der Arbeitnehmer, 1976.
Montan-Mitbestimmungsergänzungsgesetz (1956), Gesetz zur Ergänzung des Gesetzes über die 
Mitbetimmung der Arbeitnehmer in den Aufsichtsräten und Vorständen der Unternehmen des 
Bergbaus und der Eisen und Stahl erzeugenden Industrie, 1956.
Montan-MitbestG. (1951), Gesetz über die Mitbestimmung der Arbeitnehmer in den Aufsichtsräten und 
Vorständen der Unternehmen des Bergbaus und der Eisen und Stahl erzeugenden Industrie, 1951.
Nicklisch, H. (1929-32), Die Betriebswirtschaft, Stuttgart.
Testorf, C. (2017), Mitbestimmung: DGB: Ein heißes Eisen: Zur Entstehung des Gesetzes über die 
Mitbestimmung der Arbeitnehmer von 1976, Bonn: Dietz.
Vitols, K. (2011), Nachhaltigkeit-Unternehmensverantwortung-Mitbestimmung, Ein Literaturbericht zur 
Debatte über CSR, Berlin: Sigma.
Visser, W. (2014), CSR 2.0: Transforming Corporate Sustainability and Responsibility, Springer.
Weiss, M. (2006), Mitbestimmung auf der Unternehmens- und Betriebsebene, Verzahnung oder 

















The codetermination systems of business administration have emerged and spread in 
Germany. This study examines the issues of deliberating process of Codetermination Law 
(Gesetz über die Mitbestimmung der Arbeitnehmer: 1976), arguing the trend of 
codetermination should be fit for socialization of business activities in the modern mode 
of capitalist economy.
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